（様式第４号）

業　務　計　画　書


１　事前研修業務に関すること
（仕様書の４（１）に関する内容）






２　現地研修業務に関すること
（仕様書の４（２）に関する内容）






３　事後研修・成果普及支援業務に関すること
（仕様書の４（３）に関する内容）





４　業務実施体制（連携組織、人員等）







· 各項目の欄については、適宜調整すること（複数枚利用可能）。
なお、この様式によらず「業務計画書」を任意の様式で作成することを可とするが、その場合は「業務計画書」であることを明記し、原則Ａ４版で作成すること。
　　また、必要に応じて、表、写真等を用いた補足資料を添付することができる。
５　収支計画
（１）収入
	経費区分
	見積額(円)
	積算根拠等（単価、数量等）

	

	

	例）県委託金

	

	

	


	
合　計

	


	




（２）支出
	経費区分
	見積額(円)
	積算根拠等（単価、数量等）

	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	
合　計

	


	




※　収入・支出の合計額は同額とし、見積上限価格（消費税及び地方消費税を含む。）の範囲内とする。
※　県からの委託費以外に収入がある場合は、それをどの支出項目に充当するかわかるよう「積算根拠等」に記載すること。
※　この様式によらず「収支計画」を任意の様式で作成することを可とするが、その場合は「収支計画」であることを明記し、原則Ａ４版で作成すること。

